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東北地方太平洋沖地震被害に伴う 

雇用調整助成金等の活用について 
 

今回の地震被害に伴う経済上の理由により事業活動が縮小した場合には、雇用調整助成金
（中小企業緊急雇用安定助成金を含む）が利用できます。 

 また、雇用の維持に取り組む事業主の皆様をより迅速に支援できるよう、支給要件の緩和も行
っており、状況に応じて柔軟な対応等も行っておりますので、（別添）Ｑ＆Ａ等もご参照いただきな
がら、多くの事業主の皆様に活用いただきますようお願いいたします。  
 
 

【概要】 

雇用調整助成金（中小企業緊急雇用安定助成金を含む。）は、経済上の理由により事業活動の縮小を

余儀なくされた事業主が、従業員の雇用を維持するために、一時的に休業等を行った場合、当該休業等

に係る休業手当相当額等の一部（中小企業で原則８割）を助成する制度です。 

本助成金は、東北地方太平洋沖地震被害に伴う「経済上の理由」で事業活動が縮小した場合について

も利用することができます。また、この場合、雇用の維持に取り組む事業主の皆様をより迅速に支援でき

るよう、支給要件の緩和も行っています。 

※ 東北地方太平洋沖地震を直接的な理由（避難勧告・避難指示など法令上の制限を理由とするもの

を含む等）とした事業活動の縮小については、「経済上の理由」に該当しないため、本助成金の対象に

なりません。 

 

【具体的な活用事例】 

○ 交通手段の途絶により、従業員が出勤できない、原材料の入手や製品の搬出ができない、来客が無

い等のため事業活動が縮小した場合。 

○ 事業所、設備等が損壊し、修理業者の手配や部品の調達が困難なため早期の修復が不可能であり

生産量が減少した場合。 

○ 避難指示など法令上の制限が解除された後においても、風評被害により観光客が減少したり、農産

物の売り上げが減少した場合。 

○ 計画停電の実施を受けて、事業活動が縮小した場合。 

※ 既に雇用調整助成金を利用している事業主が、東北地方太平洋沖地震被害の影響を受け休業を行

う場合にも、助成対象になります。 
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【主な支給要件】 

○  最近３か月の生産量、売上高等がその直前の３か月又は前年同期と比べ５％以上減少している雇

用保険適用事業所の事業主が対象となります。 

○  休業等を実施する場合、都道府県労働局又はハローワークに事前にその計画を届け出る必要があ

りますので、本助成金を受給しようとする場合は、労働局又はハローワークにお問い合わせください。

○  さらに、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県のうち災害救助法適用地域に所在する事業所の

場合、今回の地震に伴う経済上の理由により最近１か月の生産量、売上高等がその直前の 1 か月又

は前年同期と比べ５％以上減少していれば対象となります。 

※ 平成 23 年６月 16 日までの間については、災害後１か月の生産量、売上高等がその直前の１か月

又は前年同期と比べ５％以上減少する見込みの事業所も対象となり、また同日までの間に提出され

た計画届については、事前に届け出たものとして取り扱いますので、労働局又はハローワークにお

問い合わせください。 
 

 

※ 制度の集団説明会、及び窓口における個別説明等を宮城労働局及び各ハローワークで実

施しております。 
 
※ 助成金のお問い合わせ先 

      宮城労働局職業対策課助成金コーナー ０２２－２９９－８０６３ 
      県内各ハローワーク http://www.miyarou.go.jp/hello/index.html 
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（別添） 
 

東北地方太平洋沖地震被害に伴う雇用調整助成金の活用Ｑ＆Ａ 

 

Q１：雇用調整助成金とはどのような制度ですか？ 

 雇用調整助成金は、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主

が、労働者の雇用を維持するために、休業等を実施し、休業に係る手当等を労働者に

支払った場合、それに相当する額の一部を助成する制度です。 

具体的には、「最近３か月の生産量、売上高等がその直前の３か月又は前年同期と

比べ５％以上減少している雇用保険適用事業所の事業主」が対象となります。 

なお、中小企業緊急雇用安定助成金は、中小企業向けに雇用調整助成金の助成内

容を拡充したもので、直近の決算等が赤字の場合、生産量等の減少が５％未満であっ

ても対象となります。 

 

Q２：震災により事業所が損壊し、仕事ができなくなってしまった場合

も雇用調整助成金は使えますか？ 
雇用調整助成金は、あくまでも経済上の理由により事業活動が縮小した場合に利用

できる制度なので、震災による事業所の損壊が事業活動縮小の直接的な理由である場

合は利用できません。ただし、修理業者の手配や部品の調達が困難なため早期の修復

が不可能であり、事業活動が縮小した場合については利用できます。 

※ 震災による事業所の損壊により事業を休止する場合、激甚災害の指定に伴う雇

用保険の特例により、賃金を受けることのできない労働者に対して失業手当を支給する

制度がありますので、こちらの活用をご検討ください。 

 

Q３：雇用調整助成金の支給額はどのくらいでしょうか？ 

 雇用調整助成金は、事業主が休業に係る手当等を労働者に支払った場合、それに相

当する額に対し、以下の助成率で支給しています。なお、事業主が解雇等を行っていな

いなど、一定の要件を満たした場合は、カッコ内にある助成率となります。 

□  大 企 業 ： ２／３ （ ３／４ ） 

□  中小企業 ： ４／５ （ ９／１０ ） 

※ 上限額は、大企業、中小企業ともに１人１日当たり７，５０５円です。 

※ 中小企業向けの雇用調整助成金は中小企業緊急雇用安定助成金といいます。 

 

Q４：雇用調整助成金を受給するためには、具体的にどのような手続

きが必要ですか？ 

雇用調整助成金を受給するためには、上記Q１に該当する事業主であることを示す書

類を提出するとともに、これにあわせて休業等の計画を事前に届け出る必要がありま

す。詳細な要件については、お近くのハローワーク又は都道府県労働局にお問い合わ

せください。 
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Q５：宮城県内の事業所で、既に休業を実施しているのですが、遡っ

て受給することはできませんか？ 
青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県のうち災害救助法適用地域に所在する事

業所の場合、本来、事前に提出する必要がある休業等の計画について、事後に提出し

ても最大で平成２３年３月１１日まで遡って提出したものとみなす特例を実施していま

す。 

また、生産量、売上高等の確認期間も「最近３か月」ではなく「災害後１か月の見込

み」で行うことができます。※平成２３年６月１６日までの特例です。 

 
Q６：震災の影響により、賃金台帳や出勤簿等、支給申請に必要とさ

れている書類をそろえることができません。どうすればいいです

か？ 

震災の影響により、賃金台帳等の支給申請に必要な書類の提出が困難な場合等に

は、疎明により代替することが出来ます。疎明の様式は問いませんが、ハローワークに

参考様式も用意しておりますのでご活用ください。 

 
Q７：ガソリンが不足している上、公共交通機関も途絶していることか

ら、申請書等の提出のために管轄のハローワークに行くことがで

きません。どうしたらいいですか？ 

交通機関の途絶等により、申請書類を管轄のハローワークに持参することが困難な

場合等には、持参が可能なお近くのハローワーク等でも受け付けをいたします。 

それも困難な場合については、個別に対応いたしますのでご相談ください。 

 
Q８：雇用調整助成金については、どこに相談したらいいですか？ 

お近くのハローワークもしくは宮城労働局助成金コーナー(022-299-8063)にお願いい

たします。 

また、宮城労働局及び各ハローワークでは制度の集団説明会や窓口における個別

説明等を実施しております。 

 
 
※ 助成金のお問い合わせ先 
    宮城労働局職業対策課助成金コーナー ０２２－２９９－８０６３ 

    県内各ハローワーク http://www.miyarou.go.jp/hello/index.html 
 


